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Abstract
 This resarch was carried out to make the roles of national yogo teachers in the special support education clear, and 539 
answers from yogo teachers (a recovery: 30.4%) were obtained in the country. The results analyzed by Hayashi’s quantification 
methods II were as follows:
① The role of “the yogo teachers”: Yogo teachers of elementary school (1 items); “Instruction about the conduct and the
discipline of students”. 2) Yogo teachers of junior high school (4 items); “Home visit of students with a problem,” “Development 
of the individual support plan of students needing consideration,” “Enlightenment activity and offer of the information for the 
student’s parents and the teachers etc.,” “Construction,cooperation,adjustment of the network with outside organizations”. 3)
Yogo teachers of high school (4 items); “Counseling to students,” “Advice,assist for students,” “Development of the individual 
support plan of students needing consideration,” “Role of the spokesman of an handicaped students and the student’s parents”. 
4) Yogo teachers of special support school (1 items); “Transmission to schools such as intention, the need of students and the
protector”.
② The role of “special support education coordinators”: 1) Yogo teachers of elementary school (3 items); “Development of
the individual support plan of students needing consideration,” “Enforcement of the consideration in the school life to students 
needing consideration,” “The attendance and offer of a reference opinion, the information to a staff meeting”. 2) Yogo teachers 
of junior high school (3 items); “The training and lecture to students,” “Construction,support of the team system in the school,” 
“A plan,administration of intelligence and the campus training for campus committees”. 3) Yogo teachers of high school (1 
items); “Cooperation, adjustment with the areas such as volunteers”.
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「全国調査」の対象は、小学校 668 校、中学校 478 校、
高校230校、中等教育学校32校 (平成22 (2010) 年度の全
校 )、支援校 242 校、計 1,650 校の国公立の学校で実施し
た（国立の学校は全校）。なお、対象の抽出方法は、平成
23 (2011) 年度「学校基本調査」の都道府県別学校数をも
とに算出し、さらに規模別 (大規模・中規模・小規模 ) に










「足立区調査」は、平成 22( 2010) 年 10 月初旬に発送
し、10 月 31 日を回収期限とした。
「全国調査」は、平成 23 (2011) 年 11 月中旬に発送し、





7 名 (21.9%)、支援校が 140 名 (56.7%)、全体が 539 名 
(30.4%) であった (1 校 1 票として回収率を算出 )。
⑸　調査票の構成
調査票は、「足立区調査」では 1 種類、「全国調査」で































代 (17.9%)、30代 (14.5%)、60代 (1.7%)の順に多く、平均
年齢は 42.7 歳、最小年齢は 22 歳、最大年齢は 60 歳であ
り、女性のみであった。教諭としての経験年数は、30年
以 上 (28.9%)、20～25 年 未 満 (13.9%)、15～20 年 未 満 
(11.0%) の順で、20年以上のベテランが52.6%で最も多か
った。なお、勤務校の規模は、平均児童数は618.3人、最
小児童数は 136 人、最大児童数は 1,475 人であった。
中学校の養護教諭は、40代 (33.1%)、50代  (30.2%)、30
代 (18.0%)、20代 (11.5%)、60代 (2.2%)の順で、平均年齢
は43.7歳、最小年齢は23歳、最大年齢は60歳であり、女
性のみであった。教諭としての経験年数は、30 年以上 
(24.5%)、20～25 年未満 (18.0%)、20～25 年未満 (15.1%) 
の順で、20年以上のベテランが57.6%でで最も多かった。
なお、勤務校の規模は、平均生徒数は608.6人、最小生徒
数は 149 人、最大生徒数は 1,120 人であった。
高校の養護教諭は、40代 (37.5%)、50代 (31.3%)、30代 
(18.8%)、20代 (12.5%) の順で、平均年齢は43.6歳、最小
年齢21歳、最大年齢59歳であり、女性のみであった。教
諭としての経験年数は、30 年以上 (21.3%)・25～30 年未





代 (23.6%)、50代 (19.3%) の順で、平均年齢は38.7歳、最











m. 保護者に対する相談窓口 (61.3%)、g. 児童・生徒の素
行やしつけについての指導小学校 (55.5%)、l . 保護者に対
する助言・援助 (カウンセリング、コンサルテーション
等 ) (50.9%)、d. 児童・生徒への研修や講話 (44.5%)、j. 教
職員に対する助言・援助 (カウンセリング、コンサルテ
ーション等 ) (42.2%)、k. 教職員等への研修活動 (36.4%)、
















○だより等 ) (46.3%)、w. 外部の関係機関等との連絡調整
(45.0%)、s. 校内委員会のための情報収集や校内研修の企
画・運営 (43.8%)の 8 項目を第 1 位に挙げている。
支援校の養護教諭では、a. 児童・生徒へのカウンセリ
ング (84.3%)、b. 児童・生徒に対する助言・援助 (75.7%)、
t. 職員会議への出席と参考意見・情報の提供 (68.6%) の
3 項目を第 1 位に挙げている。
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w. 外部の関係機関等との連絡調整 (33.1%)、x. ボランテ
ィア等の地域との連携・調整 (23.7%) の 9 項目を第 1 位
に挙げている。
高校の養護教諭では、a.児童・生徒へのカウンセリン
グ (88.8%)、j. 教職員に対する助言・援助 (カウンセリン
グ、コンサルテーション等 ) (81.3%)、b. 児童・生徒に対
する助言・援助 (65.0%)、d. 児童・生徒への研修や講話
(61.3%)、q. 保護者や教職員等に対する啓発活動・情報提




るチーム体制の構築・支援 (37.5%)、i . 配慮を要する児
童・生徒への学校生活上の配慮の実施 (36.3%)、s. 校内委
員会のための情報収集や校内研修の企画・運営 (28.8%) 






動・情報提供 (講演会・○○だより等 ) (31.2%)、t. 職員会
議への出席と参考意見・情報の提供 (24.3%) の 2 項目を
第 1 位に挙げている。
中学校の養護教諭では、p. 保護者や教職員等に対する
支援・相談 (48.9%)、j. 教職員に対する助言・援助 (カウ
ンセリング、コンサルテーション等 ) (48.9%)、l . 保護者
に対する助言・援助 (カウンセリング、コンサルテーシ
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家庭訪問 (38.1%)、f. 児童・生徒本人や保護者の意向・ニ
ーズ等の学校への伝達 (35.3%)、w. 外部の関係機関等と
の連絡調整 (33.1%)、m. 保護者に対する相談窓口 (33.1%)、
b. 児童・生徒に対する助言・援助 (31.7%)、u. 援助チーム
内での指導的役割 (30.2%)、a. 児童・生徒へのカウンセリ
ング (28.8%)、i . 配慮を要する児童・生徒への学校生活上
の配慮の実施 (25.9%)、s. 校内委員会のための情報収集や



















整 (85.0%)、u. 援助チーム内での指導的役割 (82.1%)、t. 
職員会議への出席と参考意見・情報の提供 (79.2%)、k. 教
職員等への研修活動 (77.5%)、j. 教職員に対する助言・
援助 (カウンセリング、コンサルテーション等 ) (65.9%)、
i . 配慮を要する児童・生徒への学校生活上の配慮の実施
(64.2%)、l . 保護者に対する助言・援助 (カウンセリング、
コンサルテーション等 ) (63.0%)、n. 学校の等指導方針に
対して保護者の理解が得られない際の対応 (56.6%)、f. 児
童・生徒本人や保護者の意向・ニーズ等の学校への伝達 
(46.2%)、b. 児童・生徒に対する助言・援助 (43.9%)、a. 
児童・生徒へのカウンセリング (39.9%)、g. 児童・生徒












講話 (58.8%)、e. 問題を抱える児童・生徒の家庭訪問 
(41.3%) の 3 項目を第 1 位に挙げている。
支援校の養護教諭では、q. 保護者や教職員等に対する
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